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組織がコンプライアンス体制を確立し，継続的に維持

するため，組織の要員に対して教育を実施するにあたり，

どのような観点で教育を計画し，どのように実施するべき

か，についてその指針及びベストプラクティスを提供する

ことを目的とする。

１．目的
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２．適用範囲

航空，宇宙及び防衛分野の組織全般
尚，本資料は他の分野でも使用することができる。
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コンプライアンス：

一般的には「法令遵守」と訳されるが，当然，
遵守しなければならない，狭義の定義。

通常，組織のコンプライアンスは，法令だけでは
なく，社内規則/マニュアル（手順）・企業倫理・社会
の常識・良識等の社会規範の遵守まで含むものと
考えられている。

注：「コンプライアンス」の公式的な定義はなく，組織がそれぞれ
定義している

３．用語
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法令には，刑法，個人情報保護法，製造物責任法（ＰＬ法），

労働基準法等，組織の活動に関するあらゆるものがあり，一律
にそのすべてを教育するには限界がある。従って，組織はその
組織にとって社員が共通に知って
おかなければならないものと
それぞれの業務に関して知って
おかなければならないものを把握し，
教育を計画することが望ましい。

４．１ 教育内容の範囲（法令）

４．コンプライアンス教育

国内の法令の検索については
以下のHP（法令データ提供システム）を参照
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxsearch.cgi
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４．１ 教育内容の範囲（法令）（続き）

４．コンプライアンス教育

航空宇宙業界に関係の深い主な法令

– 航空機製造事業法【経済産業省】航空機及び航空機用機器の製造及び修理の事業許可の法律

– 航空法【国土交通省】航空機の航行の安全及び航空機の航行に起因する障害の防止を図る法律

– 高圧ガス保安法【経済産業省】
高圧ガスによる災害を防止するための法律。高圧ガスによる製造設備、施設等に関連。

– 火薬類取締法【経済産業省】火薬類による災害防止を図る法律。航空機用火工品等に関連。

– 計量法【経済産業省】
適正な計量の実施を確保するための法律。航空機におけるヤードポンド法による計量単位の使用に関連。

– 電波法【総務省】電波の公平且つ能率的な利用確保のための法律。航空機搭載機器に関連。

– 消防法【総務省】火災予防、火災・地震などの災害による被害を軽減し社会秩序の保持、公共の福祉増進を

図る法律。危険物施設の区分として航空機用給油施設（貯蔵タンク）等に関連。

– 都道府県の公害防止条例等【各自治体】

この他に，関連する国際条約として，以下の条約が締結されている。

– 国際民間航空条約【国連】
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４．コンプライアンス教育

４．１ 教育内容の範囲（法令）（続き）

航空宇宙業界に関係の深い法令の関係（航空法関連）

航空法施行規則付属書：「航空機及び装備品の安全性を確保する為の技術上の基準」を規定するもので，
通常「耐空性基準」と言われる。

耐空性審査要領 ：航空機及び装備品が耐空性基準に適合するかを審査する為の要領。
（FAAのFAR Part25,27,29と整合性を取っている。）

航空局から，航空法その他
関連法令のより詳細な内容を
明示する場合/航空局の方針を
周知させる場合/技術的一般

事項等を周知させる場合に発行
。

(FAR)
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特にグローバル化する航空宇宙産業では，輸出入に関する
国内法令の他、海外の法令にも注意が必要である。

関係する法令の代表例を以下に示す。
 日本の法令：外国為替及び外国貿易法:財務省

輸出貿易管理令:経済産業省
参考：貨物輸出規制品該非判定については

http://www.meti.go.jp/policy/anpo/kanri/sinsa-unyo/gaihihanntei-
tejyun/gaihihanteitejyun.htm を参照。

 海外の法令の例：
輸出管理規則（EAR）：米国商務省
デュアルユース技術の提供を規制する法令

国際武器取引規則 (ITAR)：米国国務省
軍事品目及びサービスに関連する技術資料の開示を規制する法令

４．コンプライアンス教育

４．１ 教育内容の範囲（法令）（続き）
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組織の規模にもよるが，社内規則・規定といっても，例えば，

定款，業務分掌規程，就業規則等の共通的な規定から業務毎の
マニュアルや作業現場で使用される作業手順書等に至る
まで多岐にわたっている。

従って，法令と同じく，組織は社員が共通に知っておかなければな
らないものとそれぞれの業務に関して知っておかなければなら
ないものを識別し，教育を計画することが望ましい。
（法令と異なり，社内規則は，組織自身が制定したものであるから
対象となるものの識別が容易である）

４．コンプライアンス教育

４．１ 教育内容の範囲（社内規則・マニュアル）
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企業倫理とは，一般的には，組織が企業活動を行う上で守るべき
基準として，法令遵守はもちろん，自然/社会環境，人権保護等の

道徳的観点を含め，企業活動を規定し，組織として統率する仕組
み，組織づくり，運用方法について考え方を示したもの。

通常，「企業理念」や「行動指針」として制定し，公開している
例が多い。
当然の事ながら，社員に共通するものとして全員に教育し，
周知されるものである。

４．１ 教育内容の範囲（企業倫理 ）

４．コンプライアンス教育
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社会規範とは，一般的には，社会生活を営んでいくうえで守る
べき，法，道徳，習慣のことである。

従って，広くは家庭内教育や学校教育を通じて学習するもの
であるが，社会規範に反する事案も目立ってきていることから
企業倫理に含まれる要素の一つとして捉え，「企業理念」や
「行動指針」に反映している組織は多い。

４．１ 教育内容の範囲（社会規範）

４．コンプライアンス教育
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コンプライアンスの教育方法としては，大きく分けて
以下が行われている。
（１）コンプライアンス資料を配布し，自習させる
（２）e-ラーニング方式
（３）研修会（内部及び/または外部研修）を開催する

どの方式を採用するのかは，教育内容のレベル（重要度）
に応じて選択することが望ましいが，（１）は教材を渡された
従業員が，何もしないという可能性が高く，コンプライアンスの
教育としての効果はもっとも低いと考えられ，（２）は適用方法
に注意しないと（１）と同じことになる恐れがあるため（３）を採用
することが望ましい。

４．２ 教育方法

４．コンプライアンス教育
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４．コンプライアンス教育

４．２ 教育方法（続き）

法令研修，勉強会等の研修やe-ラーニングの効果が大きい

「日本能率協会総合研究所『コンプライアンス教育に関する調査報告書』(2010）」より
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教育を実施する上でその“教育効果”を左右する要素として
以下がある。
①継続性
教育を継続している組織ほど，その手ごたえは強く，“継続は力”である。

②教育方法
概論的なものではなく，社内や業界の具体的事例の採用，個々の社員に
考える機会を与える，職場内周知・討議で社員や管理職に話す機会を設ける
といった方法で，より現場へ降りていくと，手ごたえが出てくる。

③教育時間

かならずしも時間を増やせば，効果が出るわけではない。効果を上げている
組織は，限られた時間の中に質の高い教育，複数の教育方法を投入しようと
努力しているので，教育効果の差は時間にはあまり表れていない。

４．３ 教育実施時の要点

４．コンプライアンス教育

「日本能率協会総合研究所『コンプライアンス教育に関する調査報告書』(2010）」より
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４．コンプライアンス教育

４．３ 教育実施時の要点（続き）

「日本能率協会総合研究所『コンプライアンス教育に関する調査報告書』(2010）」より

教育開始時期
が早い＝教育
実施期間が長
い組織ほど，教
育効果を感じて
いる。
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４．コンプライアンス教育

４．３ 教育実施時の要点（続き）

「日本能率協会総合研究所『コンプライアンス教育に関する調査報告書』(2010）」より

具体的事例による研修やe-ラーニングを導入しようとする組織が多い
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教育を実施したとしても日常業務に没頭すると，「これまでも
同じようにやってきた」，「これくらいならいいだろう」，「他も同じこと
をやっている」など，「慣れ」や「思い込み」により意図的ではなく
ても「異常」を「異常」と感じなくなることがある。

この異常に対する「気づき力」をつけることは，法令,社内規則や
企業倫理の教育と並び，社員の意識づけとして重要性が高まって
いる。

４．コンプライアンス教育

４．４ 「気づき力」の養成
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「気づき力」をつけるには？

自分の業務を見直す時間（機会）を作る
「慣れ」により規定とは違う行為を見逃していないか？
たまには一歩離れて自分の行動（作業）を客観的に見てみることも重要。

少しでも疑問を感じたら 周囲の人に話したり相談できる
職場の雰囲気(文化)を作る
疑問を感じても面倒なので「まっ，いいか」としていることはないか？
疑問を容易に吸い上げる(言いやすい）雰囲気（文化）がないと，
気づこうとする意識は芽生えない。

変化点に気をつける
変化は常にリスクを伴うもの。変化点は「気づき」の機会と捉える。

４．４ 「気づき力」の養成（続き）

４．コンプライアンス教育
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４．コンプライアンス教育

４．５ まとめ

教育内容
•法令はもちろん，社内規則・マニュアルや企業倫理 の他，
社会規範までを対象に，その組織の規模や状況に応じた
内容とすることが望ましい。

 教育方法
•主な方法としては（１）コンプライアンス資料の配布，
（２）e-ラーニング方式，（３）研修会の開催等があるが，
具体的事例の採用，討議形式等，個々の社員に考える機会を
与える研修を継続的に実施することが望ましい。
•研修の機会だけではなく，日頃の「気づき力」を養成する
機会を設けることが望ましい。
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５．参考情報（仕事と法令の関係）

仕事（契約）と法令は密接につながっている
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民間航空機は，

・試作機を作って，試験を行い，安全な設計であることを
確認している。（型式証明＝TC:Type Certificate）

・確認された設計に従って製造することで安全な飛行機が
作られる。

・100機作ったら，100機同じものが作られるように，
規定/手順を定め，文書にし，それに従って製造することが
求められる。
（製造事業場認定＝PC:Production Certificate）

⇒つまり，規定／手順に従った作業(仕事）を行うことは，
非常に重要な意味を持っていることを認識する必要がある。

５．参考情報（仕事と法令の関係）
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６．参考事例

関係法令一覧表の事例

プリンシプル・コンサルティング株式会社 「仕事と職場のコンプライアンス 関連法令の概要」資料より
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６．参考事例

コンプライアンス研修の事例①

研修の要点
①コンプライアンス教育は，組織（職場，グループ，班，等）内

で話し合うことで，風通しの良い組織づくりを目指すとともに，
従業員一人ひとりの意識向上を根付かせることを目的とする。

②事例は，「データの改ざん，データ（ＰＣ含む）の無断持ち出し，
不正取引 等」，組織で「起こりえる」，又は「起こった実例」等
を用いて，メンバーで議論することで法律や社会のルールを
守り，「気づき力」をつける効果がある。

③議論は人数にもよるが，１時間程度が適当である。
（討議の時間が長いと，話が別の方向へ向いてしまい，本筋に戻すことが
困難となる恐れがある）
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６．参考事例

コンプライアンス研修の事例①（続き）

事前準備
管理者，又はリーダーが，あらかじめ「事例・質問」を準備し，
参加メンバーに事前（数日前）に配布し，個人の意見を考え
させておく。内容は下記のような「事例・質問」を用意。

• 事例には， 「起こしてしまった事例」，「起こりえる事例」を使用。

• 質問事項には， 「責任はどこにあると思いますか？ 個人ですか？
会社ですか？それとも？」

「上司はどうすべきだったと思いますか？ 」
「気付いていた同僚はどのような行動をとるべきだった
と思いますか？」

「会社の対応をどう思いますか？何が欠けていたと
思いますか？

「この事例の是正対策としてあなたならどうしますか？」等々
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６．参考事例

討議の進め方
・一方的に管理者（リーダー）から話すのではなく，メンバーに積極的に
発言させる。

・管理者（リーダー）は討議の進行役に徹し，メンバーの発言には，否定を
しない。

・発言しない人がいたら，管理者（リーダー）は「あなたはどう思いますか？」
と合いの手をいれる。

・なにより，全員で考え，発言し，正解を導き出すことで，メンバー全員の
「気付きの力」を向上させることが教育の狙いである。

・もし間違っていたら，「この様な考えは出来ないかな？」的に，正解に
導いていく。（当然，管理者（リーダー）は，正解を準備しておくこと）

・討議後，話し合った課題について，気付いた事等を一言ずつ発言して貰う
と，いっそう効果的である。

コンプライアンス研修の事例①（続き）
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６．参考事例

事後確認
管理者（リーダー）は，話し合った内容が日常業務でいかされているかを，

日常のコミュニケーションの中で確認するよう努める。

その他，注意点

「職場で起こった事例」は，個人攻撃的になってしまう恐れがあることに
注意が必要。

コンプライアンス研修の事例①（続き）
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コンプライアンス研修の事例②

６．参考事例

 事例に基づくディスカッション形式の研修
（「知識」ではなく「意識」を高める）

 「いかなる動機・経緯，プレッシャーを受けた状況でも，
コンプライアンス違反が正当化されることはない」という
意識の浸透・徹底

 トップ自ら「コンプライアンス宣言」して研修スタート
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（1）研修概要
①所要時間：１時間程度
②テーマ：職場に合った内容を選択。

「下請取引」「ハラスメント」「経理処理」「環境」「労務」「企業秘密」
など

③参加者：全社員（非正規雇用，パートナーを含む）

（2）研修の実施
①上司は部下を集め，議論することで，正しく行動する意識を

高めることを説明する。（設問の正解を出すだけではない）
② 「あなたならどうしますか？」 「どうしてこうなったと思いますか？」

等議論を促す。
③社員の処分事例も紹介する。「社会の視点」で行動することが

求められることを説明。（CSR）

６．参考事例

コンプライアンス研修の事例②（続き）
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６．参考事例

コンプライアンス研修の事例②（続き）
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８．最後に・・

 本資料は，組織の中でコンプライアンス教育を計画し，実施する方を主な対象として作成した
ものです。

 高い安全性と信頼性が求められる航空宇宙業界に携わる組織は，常に，「品質と安全はすべて
に優先する」という信念をもって業務に精励することが求められます。その業務遂行の上で，
「コンプライアンス遵守は大前提である」，「コンプライアンスがすべての根本である」ことを充分に
認識していただく必要があると思います。

 しかしながら，コンプライアンス教育の難しさは，日頃の業務において自身の業務との直接的
な関係を認識しにくい点にあります。問題が起こってからでは遅いのですが，自身の業務に関連
する問題が身近に生じたことで理解が深まるような側面もあり，教育を計画する担当者の方にと
ってどのように従業員の心に響く，効果のある教育を行うかは大きな悩みになっていると思われ
ます。つまり，それだけ教育を計画する担当者の負担（プレッシャー）も大きいと言えますが，
組織として効果的なコンプライアンス教育を行うことを目指す上で，やはりトップ（経営者）自ら，
コンプライアンス教育の重要性を従業員に認識してもらう取り組みは不可欠と思います。

 一般的に教育は，教育を受けている間はその内容を意識していても，教育が終われば忘れて
しまうことが多いと思われます。教育は教育を行うことが目的ではなく，教育を通じて得た知識や
経験を自身の業務の中で活かすことにあります。そのような意識を従業員のそれぞれが持ち
続けることは容易なことではなく，また，その特効薬もありません。「人生，常に勉強」という言葉
があるように継続してこそ本物の力になることを信じて，地道な努力を続けることが望まれます。

 以上の観点で，この資料がコンプライアンス教育を計画し，実行する方々にとって少しでも参考
になれば幸いです。

「コンプライアンス教育」ガイダンス資料作成チーム 一同


